
基礎研究からイノベーションの種となる技術シーズを創出するため、競争的資金の制度改善や、優れた研究課題
のポテンシャルを見極め、より効果的に研究開発を進める仕組みを導入する。

戦略的創造研究推進事業を中心としたイノベーション創出の強化

戦略的創造研究推進事業をイノベーションの種から実に育てる
制度とするため、よりイノベーションを指向したものとなるよう改善を
図るとともに、他の研究開発制度とつなぐ仕組みを整備し、イノベー
ション創出の向上を図る。
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戦略的創造研究推進事業 52,151百万円（46,941百万円）
イノベーション可能性研究 3,500百万円（新規）

産

業

界

Ａ大学に内外の英知
を結集し、産学協働
による拠点を形成

Ａ大学に内外の英知
を結集し、産学協働
による拠点を形成

大 学

研究所

企業ニーズ
研究資源

技術移転
人材供給

大学と産業界が対等な立場での協働体制大学と産業界が対等な立場での協働体制
開始時には多様性を確保しつつ、
選択と集中を図る仕組みを構築

中間評価絞り込み

関係省庁等とも連携し、状況の変化をモニターし、
適時適切な評価を実施

産

業

界

Ａ大学に内外の英知
を結集し、産学協働
による拠点を形成

Ａ大学に内外の英知
を結集し、産学協働
による拠点を形成

大 学

研究所

企業ニーズ
研究資源

技術移転
人材供給

大学と産業界が対等な立場での協働体制大学と産業界が対等な立場での協働体制
開始時には多様性を確保しつつ、
選択と集中を図る仕組みを構築

中間評価絞り込み 中間評価絞り込み

関係省庁等とも連携し、状況の変化をモニターし、
適時適切な評価を実施

先端融合領域イノベーション創出拠点の形成
5,200百万円（4,000百万円）

先端的な融合領域において、次世代を担う研究者・技術者の
育成を図りつつ、将来的な実用化を見据えた基礎的段階から
の研究開発を行う拠点を形成

JAXA知財イノベーション創出プログラム 200百万円（新規）
創 造 促 進

産業利用を意識した基礎研究

外部技術移転機関の活用

知財ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの招聘

知
財
の
蓄
積

（
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化
・
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ウ
ハ
ウ
）

知財による
イノベーション

宇宙用に研究開発された技術の民生分野への移転に関して、基礎
研究段階から産業利用を意識した研究を実施することにより、質・量
両面の向上を目指すとともに、試作・サンプルデータ取得などにより
技術実証実験を行うことで、タイムリーな技術移転を実現する。 専門家が目利きした技術の実証研究

（試作・サンプル製作）

イノベーション可能性研究

の
実
施

F
S

平成19年度概算要求額 ： 61,051百万円
（平成18年度予算額） ： 50,941百万円

※運営費交付金中の推計額を含む
基礎研究からの技術シーズの創出



・科研費

・大学での
基礎研究

・厚労科研費

他基礎研究

イノベーション指向
を明確化

戦略的創造研究
推進事業

（拡充・強化）

イノベーションの
創出に資する研究

イノベーション
創出へ

公
募

評
価
・審
査

・全ての
実用化研究

・ＮＥＤＯ等

公
募

達成しない
場合中止

・JSTの他制度
・他省制度

イノベーション
可能性研究
（新規）

審
査

国によるイノベーションを指
向した戦略目標の提示

イノベーション
可能性研究
（新規）

達成しない
場合中止

目利き人材
の活用

評
価
・審
査

【目的】
①優れた研究課題を戦略的創造研究推進事業等の他の研究開発制度へつなぐ仕組みを整備。
②戦略的創造研究推進事業をイノベーション創出を指向した事業へ見直し。

【具体的施策】
①イノベーション可能性研究 平成19年度概算要求額 ： 3,500百万円 （ 新規 ）
多様な基礎研究課題や実用化研究で基礎の補強が必要となった研究課題について、イノベーション創出の可能性を見極め、研究体制を立て直すため

に一定期間フィージビリティスタディを実施。優れた研究課題を戦略的創造研究推進事業等の他の研究開発制度へ発展。

②戦略的創造研究推進事業 平成19年度概算要求額 ： 52,151百万円 （ 46,941百万円 ）
・イノベーションの創出を指向し、 戦略重点科学技術に重点化した戦略目標・研究領域を設定
・『評価・予算モニタリングシステム』の導入
審査体制の強化、実地調査により実施課題をモニタリングするシステムの導入により、資金配分の最適化、予算執行の最大効率化を図り、あわせて

不適正経理などの行為に対する抑止効果を向上させる。

戦略的創造研究推進事業を中心とした
イノベーション創出の強化

平成19年度概算要求額 ： 55,651百万円
（平成18年度予算額） ： 46,941百万円

※運営費交付金中の推計額を含む

イノベーション創出の向上を図る

目利き人材
の活用

審
査



戦
略
的
創
造
研
究
推
進
事
業

産学共同シーズイノベーション化事業（JST） ２３億円（１４）

独創的シーズ展開事業（JST） ９８億円（９５）

科
学
研
究
費
補
助
金

等

技
術
シ
ー
ズ
の
創
出

大学等に
よる特許化

技術移転
に係るマッチング

大学等

技術移転支援センター事業（JST） ３５億円（２７）

モデル事業 大学知的財産本部整備事業 ４１億円（２６）

産学官連携活動高度化促進事業 １２億円（１０）

・国際的に通用する知財人材の育成・確保
・国際法務機能の強化と紛争予防 等

・海外特許出願支援の強化、つなぐ仕組みの構築推進

産学共同研究による大学等シーズの育成

大学等シーズの技術移転

研究成果の技術移転活動の総合的支援

＊直ちに技術移転可能なものは大学知財本部・TLOにより技術移転

（ＪＳＴ）

○産学官連携は、独自の研究成果から絶えざるイノベーション創出を実現していくための重要な手段であり、その持続的・発展
的な展開に向けて本格化と加速を図る。

○国際的な産学官連携の推進をはじめとする大学等の体制整備を図るとともに、大学等の研究成果を基にした本格的な共同
研究や技術移転に係る研究開発支援を推進。

産学官連携の本格化と加速
平成１９年度概算要求額 ４５２億円

（平成１８年度予算額 ３１２億円）
（運営費交付金中の推計額を含む）

大
学
等
の
研
究
成
果
の
社
会
還
元

【研究費制度】

コーディネーター
の配置

（独創モデル化型）
・中小企業の技術コンセプトの実用化

委託開発型
革新的ベンチャー活用開発型
・開発リスクが非常に高い企業化開発（大学発ベンチャー創出推進型）

・起業を目指す大学等の研究開発を対象

（ ）

＜顕在化ステージ＞ ＜育成ステージ＞

・潜在しているシーズの発掘から大学等と企業との
共同研究までつなぐことでイノベーションの創出を目指す

平成19年度概算要求額：45,245百万円
（平成18年度予算額 ：31,169百万円）

※運営費交付金中の推計額を含む

・地域の知の拠点再生担当の産学官連携コーディネーターの重点配置
・イノベーション創出に向けた目利き・つなぎの強化



国際的な産学官連携の推進体制整備

大学知的財産本部整備事業（平成15年度～）

○大学等における戦略的な知的財産の創出・管理・活用を図るため、
平成１５年度より実施。

【 実施機関 】４３大学（うち６大学は「ｽｰﾊﾟｰ産学官連携本部」）

副学長等

〔機 能〕
知的財産の戦略的な創出・
管理・活用体制の整備。

大学知的財産本部

・外部人材の積極的活用
・内部人材の教育・訓練

共
同
研
究
セ
ン
タ
｜

大
学
院
／
附
置
研
究
所

Ｔ Ｌ Ｏ

研
究
協
力
部
課
等

成果の着実な進展

特許出願件数、共同研究・受託研究の件数・研究費の大幅な増加 等

○副学長等をトップに据えた全学的・横断的な体制の構築
○知的財産ポリシーなど基本的な学内ルールの策定 等

8 2 9
1 , 3 4 4

4 , 1 5 2

6 ,2 5 3

0

2 , 0 0 0

4 , 0 0 0

6 , 0 0 0

8 , 0 0 0

1 4年度 15年度 16年度 17年度

外国出願件数

国内出願件数

大学等の特許出願件数

～基本特許の国際的な戦略取得、海外企業からの受託研究などの拡大～
国際的な産学官連携推進体制の構築による我が国の国際競争力の強化

【実績】

【体制整備】

○海外企業からの受託研究・共同研究の実績、
ノウハウ・経験が少ない （全体の１％未満）

○国際知財人材の育成、 海外企業との交渉・
契約実務体制、 海外企業への情報発信が
不十分

○海外への技術流出の防止（海外特許出願の
質の向上）

等

○国際的に通用する知財人材の育成・確保
→海外研修等を通じ、科学技術に詳しく、海外での侵害訴訟や契約

に精通し、経営に明るく、国際的に通用する知財人材の育成・確保

○国際法務機能の強化と紛争予防
→弁護士・弁理士等外部専門家を活用した契約・交渉実務の支援

○国際産学連携・情報発信機能の強化
→国際的なリエゾン活動を行う人材の配置

○海外特許の戦略的な取得
→海外特許専門人材の配置

事業内容課題

（大学知的財産本部整備事業）

※各大学の策定する「国際的な産学官連携ポリシー（仮称）」
に基づき、以下の施策を実施

平成19年度概算要求額：4,085百万円
（うち経済成長戦略推進要望 1,500百万円）

平成18年度予算額 ：2,585百万円



平成１９年度 地域科学技術振興施策について

○第３期科学技術基本計画
「地域イノベーション・システムの構築と
活力ある地域づくり」

○イノベーション創出総合戦略
「地域イノベーションの強化」

○経済成長戦略大綱
「地域の技術開発と産学官連携等」

○骨太方針2006
「地域経営の活性化」

○知的財産推進計画2006
「地域の人材ネットワークを充実し産学官
連携を推進する」

・産学官参加研究者 3,764人
（うち産は1,316人）

・特許出願件数（国内外）2,200件超

・事業化件数

（商品化・起業化等） 800件

産学官連携による個性ある地域産業の育
成・発展等を目指す31地域で実施。
地域の自立性を高めるため18年度より

マッチングファンド方式に移行。

H18年度までの取組

Ｈ１４～Ｈ１７の成果

※科学技術振興機構（ＪＳＴ）の

地域研究開発事業

地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出総合
支援事業 72億円

地域イノベーションの強化

総合科学技術会議
連携施策群

（地域科学技術クラスター）

関係府省

○関係府省連絡会議

○地域ブロック協議会

総合科学技術会議
連携施策群

（地域科学技術クラスター）

関係府省

○関係府省連絡会議

○地域ブロック協議会

・継続地域（一般型 13地域、発展型 9地域）につ
いて引き続き地域産業の育成・発展を目指す。

・新規地域を採択（一般型 5地域、発展型 6地域）

都市エリア産学官連携促進事業 48億円

・地域に密着したコーディネート機能をより機動的・
効率的に拡充。

・シームレスな研究開発支援のため、シーズ発掘試
験発展型を新設。

地域イノベーション創出総合支援事業

（ＪＳＴ） 133億円

知的クラスター創成事業（４９億円）
・継続７地域について、引き続きクラスター形成を

促進

・19年度終了する４地域について終了評価を実施

国際競争力のある技術革新のための集
積の創成を目指す。18地域で実施。
18年度終了地域で終了評価を実施。

知的クラスター創成事業
100億円

都市エリア産学官連携促進事業
40億円

地域における新事業・新産業の創出の
ための取組を総合的に支援

○重点地域研究開発推進プログラム

（シーズ発掘、育成研究）

○地域研究開発資源活用促進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

○地域結集型研究開発ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

・これまでの成果を踏まえ、地域の自立化を促進しつ
つ、「選択と集中」の視点で、世界レベルのクラス
ター形成を強力に推進。

知的クラスター創成事業(第Ⅱ期)（仮称）

69億円（新規）

Ｈ１９年度の重点施策

平成19年度概算要求額：32,580百万円

（平成18年度予算額） ： 24,673百万円

※運営交付金中の推計額を含む



知的クラスター創成事業（第Ⅱ期）（仮称）

イノベーションの実現は成長の起爆剤であり、「イノベーション創出総合戦略」や「経済成長戦略大綱」に基づき、イノベーションを種か

ら実へ育て上げる仕組みを強化する観点から、地域イノベーションの強化を図っていくことが喫緊の課題となっている。

このため、これまでの「知的クラスター創成事業」の成果を踏まえ、地域の自立化を促進しつつ、経済産業省をはじめとする関係府

省と連携して、「選択と集中」の視点に立ち、世界レベルのクラスター形成を強力に推進する。

概要

○メリハリの効いた予算配分
・今年度実施する終了評価等を踏まえ、世界レベルの
クラスターとして発展可能な地域に対して重点的支援

・研究開発分野やクラスターの進捗度合いに応じて、
地域ごとに柔軟に予算配分

【事業実施地域数】 １８地域 → １０地域程度（※）
（５億円～１０億円程度／年／地域）

※「クラスター発展可能性調査」の結果を踏まえて選定
（新規地域の参入もあり得る）

○地域の自立化の促進
・地域負担の現状等を踏まえた上で、地域の自立性を
より一層高める方向で地域負担とすべき経費を設定
（地域クラスター形成において核となる人材のために
必要な経費を確保 等）

○国の分野別戦略との整合
・クラスターの国際競争力を高める観点から、国の分野別
推進戦略との整合を図り、大規模プロジェクトを含む他の
研究開発支援事業の投資状況とも緊密に連動

○広域化・国際化の促進
・異分野間連携の促進や新興融合分野への拡大などにより、
クラスターのポテンシャル・国際競争力を高める観点から、
他のクラスターや都市エリア事業実施地域、産業クラスター
計画、海外のクラスターなどとの連携強化を目的とした各
地域の取組を勧奨

背景

第2期科学技術基本計画(平成13年3月)において、

「知的クラスター」の形成を推進するとされたことを

受け、文部科学省では、平成１４年4月より、「知的

クラスター創成事業」を実施（現在、全国18地域）

「知的クラスター」：

知的創造の拠点たる大学、公的研究機関等を核とした、

関連研究機関、研究開発型企業等による国際的な競争

力のある技術革新のための集積

知的クラスター創成事業

成果

各地域において、クラスター形成に向けた取組が

着実に進捗

①産学官連携体制の構築

効果的な産学官の協働体制が構築されつつある。

②共同研究開発成果の事業化等

特許出願、製品化等の事業化、ベンチャー起業等多く

の成果があがっている。

③地域独自の取組の進展

ベンチャーファンドの設立など、地方自治体においても

本事業と連動した各種施策が実施されている。

【成果実例】

・産学官参加研究者数
平成１７年度は 2,439人（うち産は806人）

・特許出願件数 1,615件

・事業化件数（商品化・企業化等） 473件

：H14年開始
12地域

：H16年開始
3地域

：H15年開始
3地域

全１８地域

着実に成果はあがってきているが、持続

的なイノベーションを創出するクラスター

形成のためには更なる投資が必要

（クラスター形成には１０年～３０年程度必要）

知的クラスター創成事業（第Ⅱ期）（仮称）

第３期科学技術基本計画

○地域クラスターの形成

・地域の戦略的なイニシアティブや関係機関の連携
の下で長期的な取組を推進

・国は、クラスター形成の進捗状況に応じ、各地域の
国際優位性を評価し、世界レベルのクラスターとし
て発展可能な地域に重点的な支援を行うとともに、
小規模でも地域の特色を活かした強みを持つ
クラスターを各地に育成

平成19年度概算要求額：6,900百万円
（新規）



企業化の必要性の高い分野の
個別的研究開発課題を対象とした産学官共同研究
～目的基礎研究から企業化まで一体的かつ集中的に実施～

シーズの実用化に
向けた研究開発

◆地域研究開発資源
活用促進プログラム育成研究

研究シーズ
の育成

大学等の研究
シーズの発掘

シーズ発掘試験

◆地域結集型研究開発プログラム

研究成果活用プラザ・ＪＳＴサテライト

地
域
に
お
け
る

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出

◆重点地域研究開発推進プログラム

発
展
型

地域イノベーション創出総合支援事業

＜地域研究開発資源活用促進プログラム＞
地域の科学技術振興事業の成果や産学による共同研究の成果で、地域への産業振

興の貢献が期待される研究成果の地域企業への円滑かつ効果的な技術移転を実現し、
地域におけるイノベーションの創出に資する。
【新規拡充】：プロトタイプ開発のサポートを強化。
○新規課題を５～１０課題採択。

○要求の背景・理由
・第３期科学技術基本計画においても、「地域イノベーション・システムの構築と活力ある地域づくり」の重要性が謳われている。
・この実現のため、本事業では地域の独創的研究成果に基づく個別課題の企業化に向けた取り組みを支援。平成19年度はこの取り組みを充実させるため、コーディ
ネート機能と支援対象課題の拡充を図っていく。

○事業内容
① 目的： 技術革新による地域経済活性化、新産業創出を目指して、地域における産学官連携の活性化や大学等の独創的研究成果の育成を推進することを目的と
する。

② 事業の概要： 全国に展開している研究成果活用プラザやＪＳＴサテライトを拠点として、自治体、経済産業局、ＪＳＴの基礎研究や技術移転事業等との連携を図り
つつ、以下のプログラムによりシームレスな研究開発支援と地域に密着したコーディネート活動を展開し、地域イノベーションの効果的創出を目指す。

●プラザ設置地域
（北海道、宮城、石川、東海、
京都、大阪、広島、福岡）

●Ｈ１７サテライト設置地域
（岩手、新潟、高知、宮崎）

●Ｈ１８サテライト設置地域
（茨城、静岡、滋賀、徳島）

＜重点地域研究開発推進プログラム＞
●研究成果活用プラザ及びJSTサテライト：地域の独創的な研究成果を活用し、地域の

産学官交流や産学官共同研究による独創的研究成果の育成（育成研究）を推進。
【新規拡充】：より機動的・効率的に地域に密着したコーディネート機能へ
○JSTサテライトを４地域に新設。

○サテライトコーディネータを１名から２名に拡充。

●シーズ発掘試験：地域のコーディネート活動を活性化することにより、大学等の持つ
シーズを発掘・育成し、実用化に近づける。

【新規拡充】：シーズ発掘試験発掘型の新規課題数の拡充及びシーズ発掘試験発展型
の新設
○シーズの掘り起こし、コーディネータ活動を活性化させるシーズ発掘試験発掘型の新規採択
課題を５００→２０００課題へ。
○発掘したシーズを実用化開発制度につなげるため、シーズ発掘試験発展型を新設。
（６００万円×１５０課題）

＜地域結集型研究開発プログラム＞
地域として企業化の必要性の高い分野の個別的研究開発課題を集中的に取扱う産

学官の共同研究事業。大学等の基礎的研究により創出された技術シーズを基にした試
作品の開発等、新技術・新産業の創出に資する企業化に向けた研究開発を実施する。
【新規拡充】：中期的な地域の企業化研究開発課題の支援のため、新規課題を採択
○地域として必要性が高い分野の個別的課題の企業化のため、新規２課題を採択。

平成19年度概算要求額：13,292百万円
（平成18年度予算額）：7,185百万円

※運営費交付金中の推計額を含む

①

②

③

①

①

①

①
①

②
②

②

③

③
③

③

②
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